
第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

 当第１四半期連結累計期間（平成23年10月１日～平成23年12月31日）におけるわが国経済は、東日本

大震災の影響もあり、雇用情勢は依然として厳しく、企業収益の減少傾向が見られるなかで、一部に持

ち直しの動きが見られたものの、海外の経済環境に留意する必要があり先行きは不透明な状況となって

おります。 

 情報通信業界におきましては、企業のソフトウェア投資はおおむね横ばいとなっており、情報サービ

ス業の売上高は前年同四半期（平成22年10月１日～平成22年12月31日）と比べ増加傾向にあります。こ

のような中、スマートフォンの急速な普及や次世代高速無線通信サービスの充実等、メディアの融合に

向けた動きが加速してまいりました。携帯電話・スマートフォンにつきましても、当第１四半期連結累

計期間末（平成23年12月末）にはインターネット接続の契約数が1億件を超える等、インターネット端

末として広く浸透しております。 

 当社グループにおきましても、インターネットでの更なる事業展開の基盤を確立してまいりました。

モバイル向けに提供いたしております「乗換案内NEXT」及び無料版「乗換案内」並びにスマートフォン

向けアプリケーション「乗換案内Plus」、無料版「乗換案内」の検索回数は平成23年12月には月間約１

億5,000万回となっており、多くの方々に広くご利用いただいております。 

 このような環境の中で、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は1,235,729千円

（前年同四半期比3.4％増）、営業利益は204,284千円（前年同四半期比7.4％増）、経常利益は206,228

千円（前年同四半期比6.9％増）、四半期純利益は97,977千円（前年同四半期比26.6％増）という経営

成績となりました。 

 売上高につきましては、主として、乗換案内事業セグメントにおける売上高が1,003,707千円（前年

同四半期比2.8％増）とやや増加したことに加え、マルチメディア事業セグメントにおける売上高が

200,336千円（前年同四半期比5.4％増）と増加したことにより、前年同四半期と比べ増加いたしまし

た。これにより、営業利益、経常利益につきましても、前年同四半期と比べ増加いたしております。四

半期純利益につきましては、前年同四半期に計上していた投資有価証券評価損がなくなったこと等の影

響で、前年同四半期と比べ大きく増加いたしております。 
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

  
（乗換案内事業） 

 乗換案内事業は全体として、売上高・営業利益ともに前年同四半期と比べやや増加いたしました。

 携帯電話向けの事業につきましては、モバイル向け有料サービスである「乗換案内NEXT」とスマー

トフォン向け有料版アプリケーション「乗換案内Plus」を合わせた会員数は、当第１四半期連結累計

期間末には約55万人となっております。NTTドコモのスマートフォン向けポータルサイト「dメニュ

ー」に対応する等会員獲得に努めておりますが、全体として売上高は減少しております。 

 「乗換案内」の法人向け製品の売上高につきましては、前年同四半期と比べ増加しております。こ

れは主に、ASPサービスの「ジョルダンクラウド」の売上増加に加え、他社サービス向けや従来の製

品の売上が伸びていることによるものであります。 

 旅行関連事業に関しましては、パソコン向けインターネット版「乗換案内」、並びにモバイル向け

「乗換案内NEXT」及び無料版「乗換案内」の利用者等に対して、旅行商品の販売を実施しておりま

す。全体として売上高は前年同四半期と比べ増加しております。 

 以上の結果、乗換案内事業全体としては売上高1,003,707千円（前年同四半期比2.8％増）、営業利

益322,198千円（前年同四半期比2.1％増）となりました。 

  
（マルチメディア事業） 

 マルチメディア事業では、出版につきましては、当第１四半期連結累計期間において新たに『忠臣

蔵 四十七士の報復』『新宿アンデッド』を刊行しているほか、隔月で総合オピニオン誌『表現者』

を発行しております。 

 またモバイル向けには、株式会社エキスプレス・コンテンツバンクでは「アクセスBOOKS」「つか

えるえもじ」「ゲーム★スター」等を提供しております。 

 それらの結果、全体として売上高はやや増加しております。また、当第１四半期連結累計期間にお

いては利益の獲得には至っておらず営業損失が発生しておりますが、前年同四半期と比べて損失幅は

やや縮小しております。 

 以上の結果、売上高200,336千円（前年同四半期比5.4％増）、営業損失41,450千円（前年同四半期

は43,506千円の損失）となりました。 

  
（その他） 

 ソフトウェア開発の受注及び売上が増加した影響で、前年同四半期と比べた売上高はやや増加して

おります。損益につきましては、前年同四半期においては営業損失が発生しておりましたが、当四半

期においては営業利益を確保しております。 

 以上の結果、売上高44,119千円（前年同四半期比15.0％増）、営業利益5,597千円（前年同四半期

は6,680千円の損失）となりました。 

  
 なお、上記のセグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上高を相殺しておりません。また、営

業利益は、配賦不能営業費用及び内部取引による営業費用の控除前の数値であり、合計は連結営業利益

と一致しておりません。 
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(2) 財政状態の分析 

 当第１四半期連結累計期間末における財政状態は、前連結会計年度末（平成23年９月末）と比較しま

すと、資産は75,241千円減の4,305,807千円、負債は113,152千円減の906,029千円、純資産は37,910千

円増の3,399,778千円となりました。 

 資産は、流動資産につきましては、206,062千円増の3,308,925千円となりました。これは、現金及び

預金が281,345千円増の2,270,970千円となったこと等の影響が、受取手形及び売掛金が52,348千円減の

872,954千円となったこと等の影響を上回ったことによるものであります。現金及び預金が増加してい

るのは主に、前連結会計年度末において長期預金であった定期預金が当四半期末においては満期日まで

が１年以内になったことにより現金及び預金となっていることによるものであります。 

 固定資産につきましては、281,304千円減の996,881千円となりました。これは、有形固定資産が

21,136千円減の202,565千円、無形固定資産が7,988千円増の287,789千円、投資その他の資産が268,156

千円減の506,526千円となったことによるものであります。有形固定資産が減少しているのは、主に償

却が進んでいることに加え、本社移転の決定に伴い建物附属設備の一部について除却損を計上している

ことによるものであります。無形固定資産が増加しているのは、ソフトウエアが16,923千円増の

205,871千円となったことの影響が、のれんが8,934千円減の80,410千円となったことの影響を上回った

ことによるものであります。ソフトウエアが増加しているのは、主に自社開発の市場販売目的のソフト

ウエアの取得によるものであります。投資その他の資産が減少しているのは、主に前連結会計年度末に

あった長期預金300,192千円がなくなったこと等の影響が敷金及び保証金が28,789千円増の227,105千円

となったこと等の影響を上回ったことによるものであります。 

 負債は、流動負債につきましては、105,732千円減の819,869千円となりました。これは、未払法人税

等が56,468千円減の89,790千円、その他に含まれる未払金が51,390千円減の37千円となったこと等によ

るものであります。未払法人税等が減少しているのは、主に法人税等の支払によるものであります。そ

の他に含まれる未払金が減少しているのは、主に前連結会計年度末において未払いとなっていたサーバ

ー等の工具、器具及び備品の購入代金の支払いによるものであります。 

 固定負債につきましては、7,420千円減の86,160千円となりました。これは、長期借入金が7,420千円

減の75,760千円となったことによるものであります。長期借入金が減少しているのは、主に返済が進ん

でいることによるものであります。 

 純資産は、株主資本につきましては、35,991千円増の3,286,063千円となりました。これは、四半期

純利益97,977千円が、剰余金の配当41,650千円を上回った影響で、利益剰余金が56,326千円増の

2,768,728千円となったことによるものであります。 

 少数株主持分につきましては、1,918千円増の113,714千円となりました。これは主に、少数株主利益

の発生による増加の影響が、一部の連結子会社において自己株式を取得したことによる減少の影響を上

回ったことによるものであります。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

  
(4) 研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は4,587千円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 
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